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研究代表者 金谷泰宏 国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 

 

研究要旨 

 わが国における CBRNE 事態への対応は「NBC テロその他大量殺傷テロへの対処について（平成

13 年 4 月 16 日、内閣危機管理監決裁 NBC テロ対策会議）」に沿って、国の対応が示めされてい

るが、CBRNE 事案が発生した際の、原因物質の把握、被災者の除染、搬送、治療という各過程に

おける国と地方自治体との具体的な連携のあり方まで触れられていない。本研究は、CBRNE 事態

の発生に備えて、その公衆衛生対策を科学的に評価できるシミュレーションモデルの構築を行う

とともに、健康危機事案の早期探知ならびに被災者・第一対応者の健康被害のアセスメント手法

の開発を行う。 
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           健康危機管理情報課 

 

Ａ.研究目的 

 わが国における CBRNE 事態への対応については

「NBC テロその他大量殺傷テロへの対処について

（平成 13 年 4 月 16 日、内閣危機管理監決裁 NBC

テロ対策会議）」に沿って、国が対応を行うこと

とされている。一方、国と都道府県との連携につ

いては「NBC テロ対処現地関係機関連携モデル」

に沿って実施されることとされているが、本モデ

ルは、あくまでも関係機関間の連携のあり方を示

したものであり、CBRNE 事案が発生した際の、原

因物質の把握、被災者の除染、搬送、治療という

各過程における関係機関の具体的な対応まで触

れられていない。このため、CBRNE 事態への対応

は、自治体間で必ずしも統一されているわけでは

ない。我々は、平成 21 年度より、厚生労働科学

研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究

事業）バイオテロ以外の CBRNE テロ対策に対する

効果的な対策の検証と国際連携ネットワークの

活用に関する研究の中で、欧米における CBRNE 事

態への医療・公衆衛生部門の対応について情報収

集を行ってきたところである。この中で、米国職

業安全健康局（OSHA）が、2005 年に発表した「危

険物による集団災害被災者の病院における初期

医療対応者のための最善の取り組み」の中で、被

災者及び初期対応者に対する除染、防護について、

シミュレーションモデルを踏まえて最適な搬送

手順を示すとともに、医療機関が備えるべき装備

について示している。そこで、本研究において、

特に、CBRNE テロの標的となりやすい大都市（東

京都、大阪府）における医療サービスの流れを

Agent Based Modeling（ABM）を用いてモデル化



 

を行い、過去の地下鉄サリン事件（東京）、新型

インフルエンザの流行（大阪）を基に事案発生時

の保健医療行政の行動、被災者の行動をモデル上

で再現させることで、保健医療対策の脆弱性を明

らかにするものである。加えて、放射性物質を用

いた事案では、被害の拡散と対策の遅れが伴うこ

とから、諸外国における事故処理対策を踏まえ、

保健医療行政及び医療機関を交えた図上演習等

を行うことで、現行の連携モデルの課題を明らか

にし、さらなる強靭な地域の健康危機管理体制を

構築するための方向性を示すものである。 

 

Ｂ.研究方法 

(1) 生物テロの早期探知手法の検討 

 感染症発生動向調査のインフルエンザ定点報

告データを用いて検討を行う。まず東京都と大阪

府における 2013～2014 シーズンのインフルエン

ザ定点の定点あたり報告数を観察した。次に大阪

府における定点報告数を保健所管轄で集計し，保

健所管轄を単位とした定点あたり報告数，直近 3

週の平均に対する当該週の報告数の比，さらに

NHC-DOHMH と同様なインフルエンザ発生のサーベ

イランス解析として，FleXScan 法を用いた集積性

の検定を行った。本解析では，各地域のベースラ

イン値は直近 3 週間の報告数の平均値とし，統計

量として制限付尤度を用いて解析を行い，その有

意性の基準とする有意水準は 0.02（=1/50 週）を

用いた。結果については，疾病地図を用いた視覚

化を行った。次に，各管轄での流行（定点あたり

報告数）に，上記解析で検出された有意な集積週

を示し，府全体の流行との比較を行った。 

 

(2) 化学テロ医療需要予測モデルの構築 

 「二次医療圏における救急搬送医療モデル」で

採用した、社会シミュレーションの領域で標準的

なモデル構築手法であるエージェントベースの

アプローチの特徴を活かし、公開されている地下

鉄サリン事件の全患者を、個別のエージェント

(個別の意思決定主体)と見立てた。各患者は、傷

病程度を持ち、程度に応じた搬送手段で近隣の医

療機関に収容される。時間発生から時系列に沿い

患者が傷病程度に応じて該当する搬送手段で医

療機関に収容されるまでを表現した。 

 

(3) 放射性物質テロにおける外部被ばく線量検

査法に関する研究 

 初期／一次対応者の健康管理に資する生物学

的な被ばく線量評価システムを確立することを

本研究の目的とする。初年度は検体受け入れ即日

に大まかな線量評価が可能な未成熟凝縮二動原

体 染 色 体 分 析 法 [prematurely condensed 

dicentric chromosome (PCDC) assay]を確立した。

今年度は、より精度の高い線量評価法の開発をお

こない、実際の初期対応者の検体を得て適用し、

手法の評価をおこなった。具体的には、2011 年 3

月～6 月の間に東電福島原発事故および大震災に

関連して福島県に派遣された自衛隊員について、

同年 7 月～8 月に防衛医大によって採取された血

液検体を用い、従来の、二動原体染色体異常にも

とづく線量評価（二動原体分析）をおこない、個

人線量計の値と比較した。この手法では、被ばく

後 4 週間以上経つと異常の出現頻度が減少し、被

ばく線量を過小評価することになる。そこで我々

は、被ばく後の経過時間に左右されない安定型染

色体異常（転座染色体など）を指標とした新たな

分析法（3-color FISH 法）を開発し、同 検体へ

の適用を開始した。 

 

(4) CBRNE テロシナリオの検討 

 CBRNE 事態発生後の公衆衛生対策を検証するに

あたり、政府の対応については、「NBC テロその他

大量殺傷テロへの対処について（平成 13 年 4 月

16 日、内閣危機管理監決裁 NBC テロ対策会議）」

を参考とした。国と都道府県との連携については

「NBC テロ対処現地関係機関連携モデル」に従い

関係機関の対応の流れを整理する。 



 

(倫理面への配慮) 

 防衛医科大学および放射線医学総合研究所研

究倫理審査委員会の承認を得た後、インフォーム

ドコンセントが得られたボランティアの血液試

料及びデータを用いた。  

 

Ｃ.研究結果 

 (1)生物テロの早期探知に向けた検討 

 東京都と大阪府における 2013年 46週～2014年

20 週の定点あたり報告数を図１に示す。ただし，

東京都においては報告があった定点医療機関数

あたりの数であり，大阪府においては登録された

定点あたりの数になっている。全体としての流行

の様子は，東京都，大阪府とも概ね同じであると

観察された。 

 次に大阪府において保健所管轄を単位として

集積性の検定を行ったところ，2013 年 48 週から

断続的に有意な集積地域が検出された。2014 年

15 週と 18 週を除いて，2014 年 20 週まで有意な

集積地域が検出された（図２）。 

 これら保健所管轄単位での流行の様子を観察

するため，GIS を用いた視覚化を行った。定点あ

たり報告件数，各管轄の前週までの直近 3 週間の

平均に対する当該週の報告件数の比による相対

リスク（RR），RR が高い地域の集積（集積性の検

定に基づき検出された地域）を表した。図 3 では

一例として 2013 年 49 週の結果を示した。この週

で有意な集積地域として検出されたのは藤井寺, 

大阪市住吉, 大阪市西成の 3 地域（p 値=0.0047）

であり，その地域での報告件数が 39件であった。 

 さらに保健所管轄における各週定点あたり報

告件数を図４に示した。ここでは例として，大阪

市西成，東大阪市，藤井寺を示した。上記，府全

体における集積性の検定で当該地域が有意な集

積地域として検出された週は色を変えて示した。

各地域の流行の立ち上がりやピークが異なって

いる様子が観察された。また有意な集積地域とし

て検出された週は，府全体の（前 3 週平均に対す

る）増加に比べ，より急激な増加が観察された週

となっている。 

(2) 化学テロ医療需要予測モデルの構築 

 本モデルでは、救急隊によるトリアージの後、

軽傷および中等症の被害者は独歩で各医療機関

に移動し、重症者は、救急車で搬送するという前

提で、地下鉄サリン事件当時の被害者数と同じ条

件で、最短経路で搬送することを条件にシミュレ

ーションを実施した。これにより、現場からどの

ような経路で被害者が動くかを可視化すること

ができた。本シナリオでは、東京地下鉄サリン事

件と同様に、聖路加病院への入院患者数が発災後

1 時間で 800 人、済生会中央病院で 40 人、虎ノ門

病院で 320 人に達した。当時の記録では、それぞ

れ 866 人、196 人、266 人とシミュレーション値

と現実と近い値を示した。なお、一部では大きく

値が合致しない、現場から医療機関への収容まで

の時間に大きなずれが認められた。 

  

(3) 放射性物質テロにおける外部被ばく線量検

査法に関する研究 

 放射線被ばく後の経過時間に左右されない安

定型染色体異常（転座染色体など）を指標とした

新たな分析法（3-color FISH 法）を開発した。こ

の方法により、初期／一次対応者の長期追跡調査

および過去の対応者の遡及的調査での線量推定

が可能となる。今年度は、福島第一原発事故の経

験から、100 mSv、250 mSv の被ばく量制限値に着

目し、低線量域を中心とした検量線を作製し、線

量効果関係（線形二次曲線式）を明らかにした。 

 実際の派遣隊員については、2014年12月現在、

86 名から二動原体分析による線量評価データを

得、うち 21 名について、3-color FISH 分析を終

えた。個人線量計値、二動原体分析による推定値、

FISH 分析による推定値はほぼ一致し 100 mGy 未満

であった。3-color FISH 法は有望な手法であると

考えられ、今後、本手法のさらなる検討および適

用テストをおこなう。 



 

(4) CBRNE 事態シナリオの検討 

 放射線テロに関しては、医療用線原（137Cs、67Ga、
131I）を用いた都心ターミナル駅での散布、地方

空港における航空機墜落に伴う飛散という２つ

のシナリオを作成した。 

 

D.考察 

 本研究は、CBRNE 事態が発生した際における公

衆衛生面からの対応について検証を行うもので

あるが、化学、生物、放射線テロのそれぞれにお

いて取るべき対策は大きく異なることから、研究

として個別の特性に応じた課題の設定が求めら

れる。このため、本研究において、化学テロにつ

いては、大量に発生する被災者をいかに適切かつ

迅速に治療可能な医療機関に収容できるかを検

証できるモデルの構築を行うこととした。また、

生物テロに関しては、これまでの研究の多くが、

SIR モデルに基づくシミュレーションの構築を行

ってきたが、社会活動をコンピューター上に詳細

に再現することは難しく、仮にモデルを構築でき

たとしても、天然痘、ペスト等の感染症について

は、モデルの正確性を検証するための近代都市に

おけるパラメータが不足している。そこで、生物

テロ対策に関する社会医学研究の方向性として、

感染拡大を予測する技術ではなく、地域の感染症

患者の集積を早期に捉える技術の開発と実装が

急務であると考えている。具体的には、感染症動

向調査によって得られたデータを地理情報シス

テム上に展開し、地域における患者集積を空間統

計手法により発生早期で地域を捉えることが可

能かについて検証を行った。放射線テロ災害につ

いては、2011 年の福島第一原発事故に見られるよ

うに、被災者及び第一対応者が暴露した線量を迅

速かつ正確に評価する必要がある。従来法の二動

原体染色体分析法では、トリアージ・レベルの線

量評価に、血液検体受け入れ後 50 時間以上を要

するとされているが、ペプチド核酸プローブを用

いた蛍光 in situ ハイブリダイゼーション(FISH)

法を併用した改良 PCC 法(PCDC 法)の導入により、

約 8時間で二動原体分析ができることが示された。

今後、被ばく後の経過時間と線量効果関係を調べ

ることで、時間的適用範囲を明らかにしていく。 

 

E 結語 

 CBRNE 事態への対応は、化学、生物、放射線の

それぞれの特性に応じて大きく異なる。本研究に

おいては、これらの事案に総合的に対応するため、

化学テロ災害に対しては、大量傷病者の収容に向

けたシミュレーションモデルの構築を進め、生物

テロに対しては、集積地域を早期に探知するため

の空間統計手法の検証をパンデミックの情報を

用いて検証を行った。放射線テロ災害については、 

福島第一原子力発電所事故における第一対応者

の被ばく量を線量計と生物線量評価を用いて検

証を行うことで、迅速かつ正確な被ばく量評価の

ための検査態勢の構築の是非について引き続き

検討を進めていく。 

 

Ｆ.健康危険情報 

 該当事項無し。 
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Ａ．研究目的 

 CBRNE事態における災害現場において、患者

を周辺の医療機関に収容するにあたり、あらか

じめ各医療機関にどのくらいの患者が搬送され

てくるかを把握しておくことと、どのくらいの

患者を搬送することができるのかを検討してお

くことは、非常に大事なことである。本研究で

は、平成25年度に構築した「二次医療圏におけ

る救急搬送医療モデル」を基に、患者の発生人

数と発生場所を、平成7年に発生した地下鉄サ

リン事件の推計値を利用するモデルへと修正し、

CBRNE事態発生時の近隣医療機関の負担を可視

化できる基礎モデルへと応用する。 

 

Ｂ．研究方法 

 「二次医療圏における救急搬送医療モデル」

で採用した、社会シミュレーションの領域で標

準的なモデル構築手法であるエージェントベー

スのアプローチの特徴を活かし、公開されてい

る地下鉄サリン事件の全患者を、個別のエージ

ェント(個別の意思決定主体)と見立てた。各患

者は、傷病程度を持ち、程度に応じた搬送手段

で近隣の医療機関に収容される。時間発生から

時系列に沿い患者が傷病程度に応じて該当する

搬送手段で医療機関に収容されるまでを表現し

た。 

 

（倫理面への配慮） 

 モデルをシミュレーションするにあたり、必

研究要旨：平成7年に発生した、地下鉄サリン事件において、霞ヶ関周辺の各駅に

おける推計患者数より、近隣の医療機関への患者の搬送数を可視化する基礎的な

シミュレーションモデルを構築した。シミュレーション結果より、各医療機関に

搬送される傷病程度に応じた患者数を可視化することを実現した。今後は、実際

の被害状況もしくは想定される被害予想状況に応じてシミュレーションを行うこ

とで、事前の医療機関への需要予測などに応用することが期待される。 



 

 

要なデータはすべて公開されているものを利用

した。そのため、倫理面への配慮は、不要と考

える。 

 

Ｃ．結果 

 各医療機関において、事件発生後からの患者

の傷病程度に応じた収容数を可視化した。各医

療機関において事件発生直後から患者が収容さ

れ始めることが確認できた。なお、救急隊によ

る傷病判断終了時点から、独歩（軽傷および中

等症）の患者は、各医療機関に移動を始めた。

重症患者については、救急車で搬送されること

と仮定したが、重症患者の収容状況について

は、現場に配置される救急車数に依存する傾向

を示した。 

 

Ｄ．考察 

このシミュレーション結果は、実際の地下鉄サ

リン事件が発生した際の各医療機関への搬送状

況が現時点ではわからないため、結果の妥当性

について議論することはできない。当時の患者

搬送先の選択基準、使用可能な救急車の台数、

患者の傷病程度に応じた人数など、必要な情報

をシミュレーションの制約条件としてモデルに

組み込むことで、今後のモデルの高度化が期待

される。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、平成25年度に構築した「二次医

療圏における救急搬送医療モデル」を基に、地

下鉄サリン事件の患者発生場所と時刻、人数反

映したモデルを修正構築し、事件発生後の各医

療機関への患者搬送状況の可視化を試みた。構

築したモデルのシミュレーション結果から、各

医療機関への傷病程度に応じた患者の搬送状況

を判断できることを確認した。 

 今後は、実際の患者搬送先の選択基準、使用

可能な救急車の台数、患者の傷病程度に応じた

人数など、必要な情報を考慮し、CBRNE事態時

の対策評価が可能なモデルへと応用させる予定

である。 

 

Ｆ．研究発表 

 なし 
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市川学, 春日雄翔，出口弘，金谷泰宏．二次医

療圏における夜間救急医療モデルの構築とその

利用. システム制御情学会論文誌, 第27巻7号,

 259-267, 2014年7月 

 

２．学会発表 
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放射性物質テロの脅威を低減するための線源管理のあり方に関する研究 
 

  研究分担者 山口一郎  国立保健医療科学院生活環境研究部，上席主任研究官 
  
 
研究要旨 
【目的】 
 放射性物質テロの脅威を低減するための放射線源管理の課題を整理する。 
【方法】 
 国際原子力機関で検討されている『使われなくなった密封線源の長期管理に関するガイ
ダンス』に基づき、日本での放射線源管理の課題の整理を試みた。 
【結果および考察】 
 医療機関に存在するカテゴリー１やカテゴリー２の線源では、使用しなくなった後の管
理を IAEA で作成中の技術文書に沿ったものとし、セキュリティを高める必要がある。この
ためには、医療機関の取り組みを支援する社会的な制度を構築することが必要であると考
えられる。 
【結論】 
 医療機関に存在するカテゴリー１の線源を用いた放射物質テロは、社会活動にインパク
トを与えうる。この脅威を軽減させるための手立てとして社会的な制度構築が求められる。 
                 
A.目的 

 わが国における CBRNE事態への対応に

ついては「NBCテロその他大量殺傷テロへ

の対処について（平成 13年 4月 16日、内

閣危機管理監決裁 NBCテロ対策会議）」に

沿って、関係省庁が対応を行うことになる。

事態への対応を俯瞰的に捉えると、事態そ

のものがおこらないような予防対策を講じ

ることも重要であると考えられる。これま

でセキュリティ対策を高めるために線源登

録制度が構築されている。さらに、原子力

規制庁において核セキュリティに関する検

討会1での検討に基づき。規制整備が進めら

れようとしている。 

 そこで、放射性物質を用いたテロ(N・R)

への対応のうち、その予防策のあり方を交

際機関での検討状況を踏まえて明らかにす

る。 

 

Ｂ．研究方法 

 平成２６年１０月２０日（月）～２３日

（ 木 ） に IAEA(International Atomic 

Energy Agency) 本 部 で 開 催 さ れ た

Open-ended Meeting of Legal and 

Technical Experts to Develop 

Internationally Harmonized Guidance for 

Implementing the Recommendations of 

the Code of Conduct on the Safety and 

Security of Radioactive Sources in 

Relation to the Long-Term Management 

of Disused Radioactive Sourcesに参加し、

国際原子力機関で検討されている『使われ

なくなった密封線源の長期管理に関するガ

イダンス』に基づき、日本での放射線源管

理の課題の整理を試みた。 

 またテロ時の対応としてトリアージの手

法の 1 つとして物理的線量評価法について

も検討した。 

 



（倫理面への配慮） 

  本研究に個人の人権に関わる事項は含ま

れない。医療機関のセキュリティ対策上の

機微情報は本報告書では記述されない。

IAEA の会合情報はウエッブ上で公開され

ている情報に基づいている。 

 

Ｃ．研究結果 

C1会合の概要 

C1.1 IAEAの文書の位置づけ 

 日本政府は、「放射線源の安全とセキュリ

ティに関する行動規範（行動規範）」を既に

支持することを表明している。この会合で

議論された技術文書は、この下位文書であ

り、行動規範の内容に沿ったものとなって

いる。従って、行動規範の下位文書である

輸出入ガイダンスと同様に、行動規範を補

足するものであり、行動規範と同様に法的

拘束力を持たないが、加盟国がＩＡＥＡに

履行に向けて努力する旨の政治的支持を表

明する仕組みとなるものである。 

C1.2参加者 

 日本、アルバニア、アルジェリア、アル

ゼンチン、アゼルバイジャン、バーレーン、

バングラデシュ、ベラルーシ、ベルギー、

ボスニアヘルツェゴビナ、ブラジル、ブル

ガリア、ブルンジ、カンボジア、カメルー

ン、カナダ、中央アフリカ共和国、チリ、

コモロ、キューバ、チェコ共和国、コンゴ

民主共和国、エジプト、エストニア、フラ

ンス、グルジア、ドイツ、ガーナ、ギリシ

ア、ホンジュラス、インド、インドネシア、

イラン、イラク、イタリア、カザフスタン、

ケニア、レバノン、リビア、リトアニア、

マダガスカル、マレーシア、モーリタニア、

モンテネグロ、モロッコ、ネパール、ナイ

ジェリア、パキスタン、ペルー、フィリピ

ン、ポーランド、カタール、ルーマニア、

ロシア、セネガル、セイシェル、南アフリ

カ、スペイン、スーダン、スウェーデン、

シリア、タジキスタン、タイ、マケドニア

旧ユーゴスラビア共和国、チュニジア、ト

ルコ、ウガンダ、ウクライナ、アラブ首長

国連邦、アメリカ合衆国、ベトナム、イエ

メン、ジンバブエ 計７４カ国（うちコモ

ロは MS ではないので、MS としての参加

は 73カ国（162人）） 

 他に、IAEA や他の関係機関等からも出

席有り（4人のオブザーバー（ISSPA、WINS）

とコンサルタントも参加） 

C1.3議事要旨 

 廃棄物の放射線安全は、IAEA が受託機

関となっている 1997年の「使用済み燃料管

理の安全と放射性廃棄物管理の安全に関す

る共同条約（Joint Convention on the 

Safety of Spent Fuel Management and on 

the Safety of Radioactive Waste 

Management）」に従うことが求められてい

る。それを実現するために、IAEA では

safety standards や Nuclear Security 

Series Publicationを発行している。このう

ち使用しなくなった線源の長期間管理のあ

り方が課題となっていることから、IAEA

ではガイダンスを作成することを目指して

いる。この会合の目的は、2014年 6月にコ

ンサルタントグループの援助を得て作成さ

れたガイダンスのドラフトを検討すること

である。国際機関の取り組みや IAEA のプ

ロジェクトに参加した各国の取り組みが発

表された後、作成中のドラフトに対して全

体で議論した。この会合で議論したことに

基づき、改訂版ドラフトが参加国に送付さ



れることが予定されており、その後、使用

済み燃料管理の安全と放射性廃棄物管理の

安全に関する共同条約第 30条に基づく第 5

回 Review Meetingで進捗状況が報告され

る予定となっている。 

C1.4今後の予定 

 この会合での議論に基づき、ＩＡＥＡ事

務局で改訂版草案を作成することとなった。 

本ガイダンスは平成27年3月の理事会への

議長レポートの提出を経て平成27年9月の

ＩＡＥＡ理事会で審議される予定であり、

理事会で承認されると正式文書として扱わ

れることになる。使用済線源においても厳

重な管理が求められるが、その確保は現実

的な状況を踏まえて行う必要がある。実現

困難な課題は、よりよい代替案を提示する

必要がある。 

 

C.2 医療機関での対策への支援策 

C2.1資金面 

 どのような対策であれ、対策を実行する

には資金が必要であり、セキュリティ対策

も例外ではない。この技術文書では、線源

の使用の許可を与える際に、規制当局は事

業者の資金準備を確認することを想定して

いる。日本では、このようなスキームは導

入されていないが、米国では州によってそ

の詳細は異なっているが、ＮＲＣでは、許

可取得者に資金の準備計画を策定すること

を要求している現状にある。このうち、テ

キサス州では州で基金を設けており、医療

機関での線源廃棄の財源を援助する仕組み

がある。イリノイ州では線源の廃止にかか

る費用を想定した保険制度を創設している。

線源に限らずハザードをもたらし得る物質

を扱う場合には、事業所の運営時の様々な

リスクのみならず、事業所の閉鎖も想定し

た対応が求められる。このような長い期間

を考えると想定の幅も広くなる。思いもか

けないこともおこるだろう。このような場

合に、その事業所だけで費用を負担するの

は、現実的ではない。日本では行政代執行

の仕組みがあり、有害物質を有する事業所

にも適用されてきているが、放射線源を有

する事業所の廃棄措置時に提供された事例

がある23。このような事態に対応する方法

としては、基金作りや保険制度が考えられ

る。このような制度を具体的に考えていく

上では、線源廃棄の費用の見積もりが重要

になるが、日本では処分場が存在せず、こ

の見積もりの不確かさが大きいことが課題

である。 

C2.2 使用済み線源の保管ないし処分の場

所 

 放射性廃棄物の処分場の確保は、各国で

課題となっている。日本では、低レベル放

射性廃棄物の埋設処分(浅地中処分)施設の

みが運用されており、密封線源の処分につ

いては、その計画さえも定められていない。

それに対して、各国では、徐々に密封線源

の処分場についても整備が進みつつある。

このうち米国では、4 箇所の処分場が整備

されつつあり、このうち平成 27年 1月時点

では、2.5（１施設は半分止まった状態との

こと）箇所で使用しなくなった密封線源を

受け入れている。また、1.1TBqを超える高

レベルの線源は DOE の処分施設で受け入

れている。フランスでも同様に施設整備が

進められている。 

 密封線源の処分場の見通しがたたない日

本では、使わなくなった線源は(1)使用して

いた事業所で保管するか、(2)その他の事業



所で保管するか、(3)海外に輸送するしか方

策がない。このうち、自施設での保管は、

過去の事例から避けるべきだとされている。

このため、やむをえずに自施設で保管する

場合には、セキュリティ対策も講じる必要

がある。一方、海外の輸送する方策では、

受入側の理解基づく合意、輸送経路の確保

が必要となるが、いずれも容易ではない課

題となっている。現在のところは、航空機

を用いたフランスへの輸送と Class7 の船

を使ったカナダへの輸送のみが高額な費用

が必要となるが可能性がある。 

 

C.3 行政機関間の連携 

 放射性物質テロの脅威を低減するために

も関係行政機関の連携が重要だと思われる。

以下に示すのは事故を想定したものである

が、テロを想定した訓練も実施されている。

放射性同位元素等取扱事業所の許可等に関

する書類（写し）は、原子力規制委員会か

ら消防庁に連絡される。消防庁は、その書

類を関係都道府県消防防災主管部長あて通

知する。都道府県は市町村にその情報を伝

えている。消防の事務を単独で処理する市

町村の場合は、市町村部局を通じ消防機関

へ通知し、消防の事務を組合で処理する市

町村や他市町村に事務委託している市町村

の場合は、当該組合や受託市町村と構成市

町村又は委託市町村に通知されている4。 

C3.1消防庁の対応 

 この通知は、「原子力施設等における消防

活動対策マニュアルについて」（平成１３年

５月２２日付け消防特第８３号）が参考と

され、施設の実態に関する的確な情報を把

握し、施設の実状に即して、実践的な消防

活動計画の作成、その計画に基づく訓練の

実施、事業者との円滑な連携など、適切な

対応体制の整備が図られるよう、各都道府

県消防防災主管部長に対し、管内の市町村

に対し改めて周知するよう伝えているもの

である（消防特第７１号平成１４年６月７

日） 

C3.2原子力規制庁の取り組み 

 原子力規制庁では、放射性同位元素等に

よる放射線障害の防止に関する法律第４７

条の規定に基づき、原子力規制委員長から

連絡があった放射性同位元素等取扱事業所

の許可等に関する書類を消防庁を通じて関

係都道府県消防防災主管部長あて通知し、

市町村に周知を計っている。 

また、文部科学省 科学技術・学術政策局 

原子力安全課 放射線規制室は、消防署向

けに「放射性同位元素（ＲＩ）について」

と題する解説資料を作成している。 

C3.3放射線施設の防火対応 

 法令において、通報義務（医療法施行規

則では第 30 条の 25）や放射線取り扱い施

設の耐火性に係る規定を設けている。 

C3.4自治体の対応 

 各消防署は、管内の放射線取り扱い施設

について定期的に防災に関して打ち合わせ

をしている。 

C3.5ＪＩＳ規格 

 ＩＳＯ国際規格に基づき放射線関係の耐

火性の規格を定めている。 

C3.6日本アイソトープ協会 

 実務マニュアルシリーズ III改訂版「放射

線施設の火災・地震対策」や JRIA ビデオ

シリーズ「火災・地震と放射線施設」(前編・

後編) を発行している。 

C3.7大学等放射線施設協議会 

 緊急時対応マニュアル作成の手引を行っ



ている。 

 

Ｄ．考察 

D.1 放射性物質テロの脅威を低減するため

の放射線源管理 

 医療機関に存在するカテゴリー１やカテ

ゴリー２の線源やカテゴリー３で移動可能

な線源に対して、使用しなくなった後の管

理を IAEA で作成中の技術文書に沿ったも

のとし、セキュリティを高める必要がある。

このためには、各医療機関ができる対策に

取り組んでいく必要がある。この取り組み

では、医療分野で先行しているバイオテロ

対策を参考にすることができるだろう。そ

の一方で、使用しなくなった線源の管理は

使用済み線源の処分の制度化がいまだなさ

れていないことから、それぞれの医療機関

での対応では明らかな限界がある。このた

め、取り組みを支援する社会的な制度を構

築することが必要であると考えられる。こ

の制度化では、有害物質を扱う事業所の閉

鎖後の管理も想定した様々な制度を参考に

できるだろう。 

D.2 物理学的線量評価としての EPR 

dosimetry 

 歯を抜去せず口腔内に保持したままで電

子スピン共鳴法によりラジカルを計測し線

量を推計する方法の開発が進められており、

L band EPRにより抜去した歯牙では 3秒

スキャンを 20 回繰り返すことで、150kV

のエックス線照射で 1Gyの曝露の見逃しを

2 割未満にできるレベルにまで到達した。

国立保健医療科学院に設置されている本装

置は、今年度、モバイル化され、現地に持

ち込んでの測定が可能である。実用化を目

指し米国 FDA で承認を得るための作業が

進められている。 

 

【結論】 

 医療機関に存在するカテゴリー１の線源

を用いた放射物質テロは、社会活動にイン

パクトを与えうる。この脅威を軽減させる

ための手立てとして社会的な制度構築が求

められる。 

 

 

Ｅ．結論 

 医療機関に存在するカテゴリー１の線源

を用いた放射物質テロは、社会活動にイン

パクトを与えうる。この脅威を軽減させる

ための手立てとして社会的な制度構築が求

められる。 
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Ａ．研究目的 

地域における突発的・集中的な健康危機事象

の発生をいち早く検出するための症候サーベイ

ランスは国内外で重要な課題となっており，諸

外国においては様々な検討が行われている。そ

の中でも客観的な判断を下すための統計解析は

大変重要な要素であり，実際いくつかの都市で

は統計解析を含めたシステムが稼働し運用され

ている（ニューヨーク市保健局(NYC-DOHMH) su

rveillance system， Electronic Surveillanc

e System for the Early Notification of Com

munity-Based Epidemics(ESSENCE)など）。そ

こでの解析のひとつとして空間疫学における疾

病集積性の検定の方法が利用されている。Tang

o and Takahashi(2005)の開発する集積性検出

の手法flexible scan statisticとそれを組み

込んだソフトウェアFleXScan(Takahashi, Yoko

yama and Tango, 2005-)もGISや空間疫学の分

野で世界的に注目されてきており，最近ではNY

C-DOHMHのGISセンターにおいて利用する手法の

一つとしてFleXScanが挙げられて，webページ

にもその記載が行われている（http://www.nyc.

gov/html/doh/html/epi/giscenter.shtml）。

このように米国などでは集積性の検定による解

析を含んだサーベイランスシステムがすでに運

用されているが，我が国においてはまだそのよ

うなシステムは確立していない。本研究では，

地方衛生研究所での利用の検討として感染症発

生動向調査の実際のデータを用い，集積性の検

定による解析を含めたサーベイランス解析を試

み，国内における健康危機事象の迅速な対応に

有効なシステム，ならびにその結果の示し方と

してのGISによる視覚化について検討する。特

に本年度は，インフルエンザについて各保健所

管轄地域など圏域での発生状況をより詳細に観

察することで，視覚化によりインフルエンザ流

研究要旨：地域における突発的・集中的な健康危機事象の発生をいち早く検出す

るための症候サーベイランスとして，米国などでは実際いくつかのシステムが稼

働し運用されている。その解析として空間疫学における疾病集積性の検定の方法

が利用されている。本研究では感染症発生動向調査データによるインフルエンザ

流行を例として，FleXScan法による解析とGISによる結果の視覚化を行い，サーベ

イランス解析の検討を行った。特に本年度は，インフルエンザについて各保健所

管轄地域など圏域での発生状況をより詳細に観察することで，インフルエンザ流

行地域のアラートがより簡潔に把握できるか否かを検証した。本研究の方法を用

いることで，健康危機管理対策における流行増加地域住民へより迅速，適切にイ

ンフルエンザ予防について警告することが可能となると考えられた。 



 

 

行地域のアラートがより簡潔に把握できるか否

かを検証することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 感染症発生動向調査のインフルエンザ定点報

告データを用いて検討を行う。まず東京都と大

阪府における2013～2014シーズンのインフルエ

ンザ定点の定点あたり報告数を観察した。次に

大阪府における定点報告数を保健所管轄で集計

し，保健所管轄を単位とした定点あたり報告

数，直近3週の平均に対する当該週の報告数の

比，さらにNHC-DOHMHと同様なインフルエンザ

発生のサーベイランス解析として，FleXScan法

を用いた集積性の検定を行った。本解析では，

各地域のベースライン値は直近3週間の報告数

の平均値とし，統計量として制限付尤度を用い

て解析を行い，その有意性の基準とする有意水

準は0.02（=1/50週）を用いた。結果について

は，疾病地図を用いた視覚化を行った。次に，

各管轄での流行（定点あたり報告数）に，上記

解析で検出された有意な集積週を示し，府全体

の流行との比較を行った。 

 

Ｃ．結果 

 東京都と大阪府における2013年46週～2014年

20週の定点あたり報告数を図１に示す。ただ

し，東京都においては報告があった定点医療機

関数あたりの数であり，大阪府においては登録

された定点あたりの数になっている。全体とし

ての流行の様子は，東京都，大阪府とも概ね同

じであると観察された。 

 次に大阪府において保健所管轄を単位として

集積性の検定を行ったところ，2013年48週から

断続的に有意な集積地域が検出された。2014年

15週と18週を除いて，2014年20週まで有意な集

積地域が検出された（図２）。 

 これら保健所管轄単位での流行の様子を観察

するため，GISを用いた視覚化を行った。定点

あたり報告件数，各管轄の前週までの直近3週

間の平均に対する当該週の報告件数の比による

相対リスク（RR），RRが高い地域の集積（集積

性の検定に基づき検出された地域）を表した。

図3では一例として2013年49週の結果を示し

た。この週で有意な集積地域として検出された

のは藤井寺, 大阪市住吉, 大阪市西成の3地域

（p値=0.0047）であり，その地域での報告件数

が39件であった。 

 さらに保健所管轄における各週定点あたり報

告件数を図４に示した。ここでは例として，大

阪市西成，東大阪市，藤井寺を示した。上記，

府全体における集積性の検定で当該地域が有意

な集積地域として検出された週は色を変えて示

した。各地域の流行の立ち上がりやピークが異

なっている様子が観察された。また有意な集積

地域として検出された週は，府全体の（前3週

平均に対する）増加に比べ，より急激な増加が

観察された週となっている。 

 

Ｄ．考察 

 本研究により大阪府内の保健所管轄地域にお

ける定点あたりのインフルエンザ患者の経時的

流行状況が視覚的に把握でき，また当該週にお

いて，その地域における定点あたり患者数が府

全体に比較して，有意に増加や減少しているか

を評価することができた。さらに，それを視覚

化することにより流行地域を的確に認識でき，

インフルエンザの有意な流行増加地域の周辺へ

の拡大状況も視覚的に容易に把握することがで

きた。これにより，健康危機管理対策として，

流行増加地域住民へより迅速，適切にインフル

エンザ予防について警告することが可能となる

と考えられる。 

 一方，NYC-DOHMHで行われているものと同様

のサーベイランス解析として，集積性の検定を

行った。NYCでのサーベイランスは日単位のデ

ータのため，RRの基準としては，直近7日間の

平均などが用いられているが，本研究で利用し

た感染症動向調査は週単位での報告のため，直

近3週の平均を用いた。つまりここで有意な集

積地域と同定される地域では，他の地域の（直

近3週平均に対する）RRの増加や減少に比べ

て，それ以上にRRが高くなっていることを示

す。例えば，図3に示した2013年49週では，府

全体の定点あたり報告数が0.46とまだ低いが，



 

 

直近3週（2013年46～48週）の平均が50.0件で

あるのに対し，実際は138件の報告であり，RR

は2.76となっている。先述の通り，この週に有

意な集積地域として検出された3地域でのRR

は，39/5.667=6.89と，府全体のRRよりもかな

り高い値となっていた。実際，大阪市西成にお

いては定点あたり報告数が5を超えるような流

行になっていることがわかる。 

 また定点あたり報告件数でみると，増加傾向

にある場合でも，有意な集積地域として検出さ

れないこともある。これは，この増加が他の地

域（府全体など）と同等の増加量であるためと

考えられる。しかしながら，複数週連続して有

意な集積地域として検出されなくなると，その

地域の流行は収束傾向にある様子が見られた。

流行の立ち上がり，収束時期，ならびに集積に

ついても，各地域でその時期がずれている様子

が観察され，府全体の流行だけではわからない

流行の状況を細かく見ることができると考えら

れる。 

そもそもサーベイランスは流行の立ち上がり

を早期に検出し，早めの対策を取ることで，そ

の地域の流行のピークのレベルを下げることが

目的とされている。集積性の検定だけで全てを

判断することは難しいが，定点あたり報告件数

やRR,集積性の検定結果など，保健所管轄など

の小地域での状況把握を行い，視覚化を通して

検討することで，有効な対策につながるものと

考えられる。 

 今後，他年度におけるインフルエンザ流行に

おいて同様の解析を行うことで，毎年の地域

内・地域間の流行パターンの様子を観察するこ

とができると考える。さらに，他の感染症でも

同様の解析を行うことで，さらに詳細な検討が

可能になると考えられる。同時に，実際の行政

担当者の視点などから，より適切な視覚化や情

報提供のあり方についても検討を続けたい。 

 

Ｅ．結論 

 集積性の検定などのサーベイランス解析を含

めた空間疫学的な分析，解析を行い，その結果

の視覚化を行う方法を検討した。これらの方法

を用いることで，健康危機管理対策における流

行増加地域住民へより迅速，適切にインフルエ

ンザ予防について警告することが可能となると

考えられた。 
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